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イ 市営住宅の管理・入居戸数（各年度末時点）

ア 新規住宅着工件数

（出典：建築着工統計調査・住宅着工統計）

年度 R2 R3 R4 R5 R6

管理戸数 9,314 9,201 9,103 9,009 8,954

入居戸数 7,440 7,239 7,008 6,615 6,480

入居率
（％）

79.9 78.7 77.0 73.4 72.4

ウ 長崎市内の空き家調査について

１ 分掌事務及び事務の現況等について
（１）長崎市の住宅事情
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建築3係 （15人）
係　長 小川　香
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ア　機構表及び職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年4月1日現在

建築総務課

建 築 部

住宅政策室

建築指導課

　部　　長

建　築　課

　理    事

　次  　長
設　備　課

(２) 分掌事務等
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イ  分掌事務 

課  名 分   掌   事   務 

建築総務課 ( 1) 部の統括に関すること。 

( 2) 部の所管に係る国庫支出金等に関すること。 

( 3) 部の所管に係る予算の経理に関すること。 

( 4) 市営住宅の維持管理に関すること。 

( 5) 特定優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅及び借上公営住宅に関すること。 

( 6)  住宅審議会に関すること。 

( 7) 部内事務の連絡調整に関すること。 

住宅政策室 ( 1) 住宅政策に関すること。 

( 2) 空き家等の政策に関すること。 

( 3) 市営住宅整備計画に関すること。 

( 4) サービス付き高齢者向け住宅及び住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅に関すること。 

( 5) マンションの管理の適正化に関すること。 

建 築 課 ( 1)  所管の建築工事の設計及び施行に関すること。 

( 2)  建築物及び工作物の技術的評価に関すること。 

設 備 課 ( 1)  建築設備工事の設計及び施行に関すること。 

( 2)  電気工作物及び電気設備の保安に関すること。 

( 3)  建築設備の技術的評価に関すること。 
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課  名 分   掌   事   務 

建築指導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 1)  建築基準法に基づく確認、検査、許可等に関すること。 

( 2)  都市計画法に基づく宅地等の開発行為の規制等に関すること。 

( 3)  宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等に係る指導、許可等に関すること。 

( 4)  租税特別措置法に基づく優良宅地及び優良住宅の認定に関すること。 

( 5)  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律による特定建築物の認定等に関すること。 

( 6)  建築物の耐震改修の促進に関する法律による建築物の認定等に関すること。 

( 7)  長期優良住宅の普及の促進に関する法律による建築物の認定等に関すること。 

( 8)  都市の低炭素化の促進に関する法律による低炭素建築物新築等計画の認定等に関すること。 

( 9)  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律による対象建設工事の分別解体等の届出、勧告、立入検

査等に関すること。 

(10)  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律による建築物エネルギー消費性能に係る判定、届出及

び認定に関すること。 

(11)  中高層建築物等の建築紛争の予防に関すること。 

(12)  長崎県福祉のまちづくり条例による特定生活関連施設に係る指導、立入検査、勧告等に関すること。 

(13)  建築物の耐震改修の促進に関する法律による民間建築物の耐震化事業に関すること。 

(14)  特定建築物、建築設備、防火設備及び昇降機等に係る定期報告に関すること。 

(15)  違反建築物の措置に関すること。 

(16) 空き家等の適正管理に関すること。 

(17) 指定道路に関すること。 

(18) 開発登録簿及び建築計画概要書等の閲覧に関すること。 

(19) 災害危険区域の指定に関すること。 

(20) 宅地の防災指導に関すること。 

(21) がけ地近接等危険住宅の移転事業に関すること。 

(22) 宅地防災工事資金及び災害復興住宅資金に関すること。 

(23) 建築統計資料に関すること。 

(24) 建築審査会及び開発審査会に関すること。 
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イ 市営住宅の管理・入居戸数
（各年度末時点）

市営住宅は、公営住宅法等に基づき、市民生活
の安定と社会福祉の増進を図るため、住宅に困窮
する低所得者に低廉な家賃で供給するため、国と
協力して整備したもの。
入居については原則として、入居基準を満たし

た者の公募により決定している。

（３）市営住宅の概要について

年度 R2 R3 R4 R5 R6

管理戸数 9,314 9,201 9,103 9,009 8,954

入居戸数 7,440 7,239 7,008 6,615 6,480

入居率
（％）

79.9 78.7 77.0 73.4 72.4

ア 市営住宅（公営住宅）の概要

年度 R2 R3 R4 R5 R6

募集戸数 181 195 149 145 222

応募世帯数 756 690 950 624 792

倍率（倍） 4.18 3.54 6.38 4.30 3.57

エ 優先入居募集状況

ウ 募集状況（年６回偶数月に募集）

種別
老人
心身
障

母子
父子

多子 新婚
子育
て

車椅
子

合計

募集戸数 13 14 8 4 9 2 50

応募世帯数 47 21 1 6 22 5 102

倍率（倍） 3.62 1.50 0.13 1.50 2.44 2.50 2.04
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池島第1団地池島第1団地
池島第4団地池島第4団地
池島第２団地池島第２団地

池島第３団地池島第３団地

丸尾団地丸尾団地

松山迫団地松山迫団地
西出津団地西出津団地 横尾団地横尾団地

富士見団地富士見団地
福田本町団地福田本町団地
大浜団地大浜団地

女の都団地女の都団地
川平団地川平団地

文教団地文教団地⾧浦団地⾧浦団地

恵里上団地恵里上団地

神浦団地神浦団地
夏井団地夏井団地

出津団地出津団地
高尾団地高尾団地

永田第３団地永田第３団地

永田第２団地永田第２団地

滑石団地滑石団地

小江原団地小江原団地

城山台団地城山台団地
三芳団地三芳団地

木鉢団地木鉢団地

瀬戸屋敷団地瀬戸屋敷団地

西北団地西北団地

若竹団地若竹団地

松本団地松本団地 大園団地大園団地

中河内団地中河内団地
西町第２団地西町第２団地西町団地西町団地

千歳団地千歳団地

宿町第２団地宿町第２団地

狩股団地狩股団地
清水団地清水団地

鶴の尾団地鶴の尾団地

永田第1団地永田第1団地

三重団地三重団地

青山団地青山団地
城栄団地城栄団地

網場団地網場団地

日吉岡団地日吉岡団地

日見大曲団地日見大曲団地

若葉団地若葉団地
花丘団地花丘団地

シュモー団地シュモー団地

新戸町団地新戸町団地

年崎団地年崎団地

高浜第１団地高浜第１団地
脇岬団地脇岬団地

須浜第１団地須浜第１団地

宮崎第1団地宮崎第1団地
牟田尻団地牟田尻団地

為石団地為石団地

田ノ浦団地田ノ浦団地

茂木団地茂木団地

小ヶ倉団地小ヶ倉団地

草住団地草住団地

毛井首団地毛井首団地

十善寺団地十善寺団地
本河内団地本河内団地

矢上団地矢上団地

宿町第３団地宿町第３団地

矢上第２団地矢上第２団地

矢上第３団地矢上第３団地

小浦団地小浦団地

多尾団地多尾団地
塩町団地塩町団地

深浦団地深浦団地
本村団地本村団地
本町第１団地本町第１団地
本町第２団地本町第２団地

西浜団地西浜団地
高島光町団地高島光町団地

高浜第２団地高浜第２団地
高浜第３団地高浜第３団地

脇岬北港団地脇岬北港団地
樺島団地樺島団地

野母第２団地野母第２団地

小江原第２団地小江原第２団地
小江原第３団地小江原第３団地

宿町団地宿町団地

蚊焼団地蚊焼団地

三原団地三原団地
西山台団地西山台団地
江平団地江平団地
銭座団地銭座団地

二本松団地二本松団地

野母団地野母団地

仲山団地仲山団地

尾浜団地尾浜団地
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ア 市営住宅家賃の未収金額と現年度収納率の推移

（４）市営住宅の家賃等に係る未収金の状況について

イ 駐車場使用料の未収金額と現年度収納率の推移

ウ 今後の取組み

１ 口座振替の徹底
２ 債権回収業務委託
３ 法的措置

新たな滞納を発生させない取組み
未収金の縮減に向けた取組み
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（５）市営住宅の集約事業について

※当面凍結

これからの市営住宅これまでの市営住宅

移転集約移転集約

廃止 廃止
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（５）市営住宅の集約事業について

期間（か月）

１年目 ２年目

●

移転期間（１年から２年）

部屋の修繕※

住民
説明

意向調査

移転先
の決定

●

※ 移転先の部屋の状況により修繕期間は異なる
※ 必要に応じ建物の工事も順次行う

高島高島

池島池島

富士見富士見

西山台西山台

事業対象住宅位置図

凡例
：着手済み
：令和7年度
：2030年度までに着手

三重三重

恵里上恵里上

小江原第2小江原第2
福田本町福田本町

新戸町新戸町

青山青山

塩町塩町

横尾横尾 三原三原
宿町宿町

女の都女の都
川平川平
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ア アンケートの種類

① 子育て世帯アンケート（令和５年度、令和６年度実施）
長崎市内の子育て世帯を対象に実施。
R5実施分（未就学児と小学生がいる世帯中心）とR6実施分（中学生以上の子どもがいる世帯中心）を合わせて分析
回答数904件、回収率20.1％

② 19歳以上アンケート（令和６年度実施）
19歳以上の長崎市民を対象に実施。単身世帯、夫婦のみの世帯、子育て世帯など様々な世帯が対象となっている。
19～64歳：回答数593件、回収率19.8％、65歳以上：回答数1,218件、回収率40.6％

（６）住宅アンケートについて

独身期 結婚期 妊娠・出産期 子育て期（子ども時代）
乳幼児期

セカンドライフ期 要介護期
義務教育期

①持ち家(約60％)
②戸建て（約40％)

①持ち家(約50%⇒約70％⇒約75％)
②戸建て(約36%⇒約55％⇒約65％)

①持ち家(約80％）
②戸建て(約70%)

①持ち家(約85％)
②戸建て(約70%)
③新築希望(約45%)

①持ち家(約80%⇒約75％⇒70％)
②戸建て(約80％⇒約80％⇒約80％)
③新築希望(約55%)

①持ち家(約75%)
②戸建て(約65%)
③-(設問無し)

①持ち家(約25%)
②共同住宅(約85％)

現
状

理
想

①持ち家(約65％)
②共同住宅(約60％)
③新築希望(約50%)

イ 住まいの理想と現状

※①持ち家か賃貸か ②住まいの種類（戸建て、共同住宅、その他） ③新築と中古住宅どちらが良いか
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①②
住宅を取得しやすくする

③④
相対的に納得のいく賃貸へ

⑤
住宅ストックの質改善

① どの年代も持ち家を希望しており、特に結婚期以降の世帯は「持ち家」を理想として
いる傾向が強い。特に戸建てを希望している傾向が強い。

② 独身期～子育て期（乳幼児期）までは「賃貸・共同住宅」が多く、子育て期（義務教
育期）になると「持ち家・戸建て」の割合が多くなる傾向がある。

③ 賃貸住宅に住んでいる人は「他の住宅に移りたい」と考えている割合が高く、賃貸に住
む若い世代ほど「他の住宅に移りたい」と考えている。

④ 「他の住宅に移りたい」と考えている理由として、収入や住まいの質と比較して「相対
的に家賃が高い」と感じていることが挙げられる。

⑤ 現在の住まいの困りごととして「老朽化」や「災害に対する安全性の不安」を選択した
人が多かった。

⑥ 約6割の人が住まいの終活について考えたことがある一方、約5割程度の方は生前贈与
や相続について家族等に相談できていない状況である。

⑥
住まいの終活をスムーズに
行えるようにする

（６）住宅アンケートについて

ウ アンケート結果から見える現状・改善の視点 エ 課題
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独身期 結婚期 妊娠・出産期 子育て期（子ども時代）

乳幼児期

セカンドライフ期 要介護期

義務教育期

住宅を新築
または取得

リフォーム住宅ストックの動き
住宅を解体
または売却等

①②
住宅を取得しやすくする

③④
相対的に納得のいく賃貸へ

⑤
住宅ストックの質改善

⑥住まいの終活を
スムーズに行えるようにする

オ ライフステージごとの支援イメージ

（６）住宅アンケートについて
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（７）住宅リフォーム補助金の申請受付について

➁
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（７）住宅リフォーム補助金の申請受付について

➁

（千円）

15



（７）住宅リフォーム補助金の申請受付について
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（８）空家等管理活用支援法人の指定
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イ これまでの主な取組み

⑴ 助言・指導による改善

エ これからの取組み

⑵ 補助制度の要件緩和
・崩れるおそれがあるがけを補助対象
に追加（一例）

⑶ がけの点検、事前の対策をホーム
ページ、広報紙により広報

⑴ 未改善の主な理由が「工事方法の検討中」であることから、対策工
事の方法について事例を提示し、改善意識を高めていく。

⑷ 老朽危険空き家とセットの場合、空き家特措法と一体的に指導

（９）宅地の石垣の老朽化対策

114件

(件)

梅雨の
降水量
(mm)

(年度)

〇 R1～R6の相談件数は、約1,200件
※うち、約600件が、個人所有で、第三者に被害

又は被害が及ぶおそれ（補助対象がけ）

〇 左記の補助対象がけ、約600件中、
改善済約190件、未改善約410件

※改善率32％

(件)

(年度)

⑵ 定期的かつ継続的な経過観察、指導・勧告を実施（おおむね５年ごと）

※危険性が著しいがけについては、おおむね１年ごとに実施

〇 未改善の主な理由、７８％が、

「工事方法の検討中」

※補助：長崎市宅地のがけ災害対策費補助金制度
※梅雨の降水量の出典：長崎地方気象台HP
※R2年度の降水量は、7月豪雨により増加

補助対象がけの改善状況がけ崩れに関する相談件数

Ｎｅｗ

⑶ 補助制度の要件緩和の検討（工事の請負業者の制限緩和(一例)）

がけ崩れの発生リスクが潜在
351件

205件
157件 171件

158件

38件

185件

100件 90件 94件 95件

増加傾向

ア 現状 ウ 主な成果と問題点
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防災工事（ネット張り工） 復旧工事（石積工） 復旧工事（法面保護工）

（９）宅地の石垣の老朽化対策 対策工事の一例

石垣に膨らみ 崩壊 崩壊

完了 完了完了

19



（10）公共工事設計労務単価及び建築資材価格等の状況について

基本設計
実施設計

予算
計上

予算
承認

工
事
発
注

工事
監理

設計
依頼

事業企画

関係法令等の確認
概算工事費
工期 などの検討

概算
工事費
回答

工事費
回答

協議

施
設
所
管
部
局

建
築
部

■ 建築部発注工事の事業フロー

施工依頼

基本構想・基本計画 設 計 工 事

計 画 段 階 執 行 段 階

建
物
の
完
成
・
供
用
開
始

工事発注件数・金額

年度 建築課 設備課

令和４年度 118件 5,078,367千円 74件 1,684,694千円

令和５年度 91件 8,425,677千円 65件 2,335,071千円

令和６年度 72件 4,974,854千円 56件 2,250,274千円
20



（10）公共工事設計労務単価及び建築資材価格等の状況について

■ 公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移 ※国土交通省資料による
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（10）公共工事設計労務単価及び建築資材価格等の状況について
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